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原子力発電所等に対するテロの未然防止対策の強化についての概要

１ 防護措置の強化（原子力安全・保安院（事業者）、警察庁、海上保安庁、内閣官房、防衛省等）

人的体制の充実

施設・設備・装備資機材等の
整備拡充

対応マニュアルの見直し

サイバー攻撃等新たな脅威へ
の対処方策

テロ行為に対して十分に防護されていない設備を障壁等で防護

フェンス、建屋による二重の防護に加え、新たに侵入を防止できる障壁、侵入を検知・確認できる設備等を追加

制御コンピュータシステムを外部ネットワークと遮断することを規定

妨害破壊行為による放射線の影響を緩和・最小化するため、放射線による被害の防止対策、職員や施設・設備
の安全のための措置等を事業者のマニュアルに追加

警備員による巡視を強化

警戒要領の見直し
○ 警察の銃器対策部隊による常駐警戒警備を、原子炉建屋を中心とした警戒警備から、冷却設備、電源設備
等の脆弱な施設も含めた警戒警備へ

○ 海側の防護状況に応じた警戒警備へ

人的体制の充実 警戒警備体制強化のため、警察官増員へ

装備資機材の整備拡充 爆発物対処資機材

放射線防護資機材

巡視船艇・航空機の体制強化

銃器対策資機材

放射線防護車、放射線防護服、サーベイメーター、個人線量計

防護服、爆発物処理用具 可搬型防護壁、暗視単眼鏡

訓練の実施等における連携強化
関係省庁において、課題等を協議、共同訓練の実施等で連携を強化し、必要に応じて改善を検討する等更なる
迅速万全な対応体制の構築へ

２ 内部脅威対策の強化（原子力安全・保安院、事業者等）

ツーマンルールの徹底 アクセス管理強化 立入制限等を強化確実な相互監視の実施

個人の信頼性確認制度 原子力委員会の検討等を踏まえ、関係省庁による協力の下、内外の諸制度を参考に引き続き検討

３ 核セキュリティの更なる強化（関係省庁）

盗取された核・放射性物質が、テロに使用される
前に、回収し、安全にするための体制や対応計画

IAEA3勧告の国
内取り入れ

「核物質及び原子力施設の物理的防護に関する核セキュリティ勧告」 核物質や原子力施設の防護措置

「放射性物質及び関連施設に関する核セキュリティ勧告」 放射性物質や関連施設の防護措置

「規制上必要な管理の外にある核物質及びその他の放射性物
質に関する核セキュリティ勧告」

※２４年３月
のソウル核セ
キュリティ・サ
ミットに向け
検討


